
令和４年第１回定例会（６月議会）

予算及び付託議案審査関係資料

令 和 ４ 年 ６ 月 ２ 日

総 務 部
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財 政 課 令和４年度６月補正予算に関する説明資料 ・・・ １

【議案関係】

税 務 課 「秋田県県税条例の一部を改正する条例案」について

（議案第１１０号） ・・・ ４

総 務 課 東京電力への損害賠償請求に係る和解について

（議案第１１７号） ・・・１９

総 務 課 あっせんの申立てについて
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財 政 課

令 和 ４ 年 度 ６ 月 補 正 予 算

に 関 す る 説 明 資 料

（ 議 案 第 １ ０ ８ 号 ）
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(単位：千円)

増 減 額

土木費負担金 41,071 （ 334,904 → 375,975 ）

地方道路交付金事業費 2,914,740 （ 6,623,920 → 9,538,660 ）社会福祉施設等施設整備費 △ 52,732 （ 279,281 → 226,549 ）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

1,387,421 （ 8,053,839 → 9,441,260 ）

障害児・者施設整備費 539,580 （ 38,683 → 578,263 ）

南部老人福祉総合エリア老人専用マンション基金繰入金 地域活性化対策基金繰入金 △ 731 （ 4,000,000 → 3,999,269 ）

2,057 （ 0 → 2,057 ）

前年度繰越金 1,950,158 （ 1 → 1,950,159 ）

老人福祉総務費 1,010 （ 5 → 1,015 ）

地方道路交付金事業費 1,752,500 （ 3,944,400 → 5,696,900 ）

国直轄道路事業負担金 710,300 （ 3,580,100 → 4,290,400 ）

令 和 ４ 年 度 ６ 月 補 正 予 算　　主 要 な 歳 入 増 減 調 書

区　　　　分 増　　　　額　　　　内　　　　訳 減　　　　額　　　　内　　　　訳

1 県 税

2 地方消費税清算金

3 地 方 譲 与 税

4 地 方 特 例 交 付 金

5 地 方 交 付 税

6
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

7 分担金及び負担金 41,071

8 使用料及び手数料

9 国 庫 支 出 金 6,084,755

10 財 産 収 入

11 寄 附 金

12 繰 入 金 1,326

13 繰 越 金 1,950,158

14 諸 収 入 1,153

15 県 債 3,505,300

合　　　計 11,583,763 614,053,702　→　625,637,465
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(単位：千円)

増 減 額 減　　　　額　　　　内　　　　訳

多文化共生推進事業 43,607 （ 5,247 → 48,854 ）

デジタルガバメント総合推進事業 29,775 （ 122,672 → 152,447 ）

新型コロナウィルス感染症自宅療養者給付金事業

2,162,509 （ 943,580 → 3,106,089 ）

障害児・者施設整備補助事業 809,370 （ 58,025 → 867,395 ）

新興感染症対策事業（新型コロナウイルス感染症分）

763,631 （ 10,599,424 → 11,363,055 ）

林業成長産業化総合対策事業 233,595 （ 0 → 233,595 ）

特用林産振興施設等整備事業 52,063 （ 12,354 → 64,417 ）

観光施設魅力向上事業 45,636 （ 471,206 → 516,842 ）

地方道路交付金事業 4,902,543 （ 11,219,098 → 16,121,641 ）

国直轄道路事業負担金 789,167 （ 3,977,990 → 4,767,157 ）

秋田県立大学施設設備等整備事業 130,129 （ 321,916 → 452,045 ）

学校における感染症対策事業 56,353 （ 36,882 → 93,235 ）

令 和 ４ 年 度 ６ 月 補 正 予 算    主 要 な 目 的 別 増 減 調 書

区　　　　分 増　　　　額　　　　内　　　　訳

1 議 会 費

2 総 務 費 85,490

3 民 生 費 3,387,195

4 衛 生 費 808,689

5 労 働 費

6 農 林 水 産 業 費 349,323

7 商 工 費 45,636

8 土 木 費 6,693,550

9 警 察 費

10 教 育 費 213,880

11 災 害 復 旧 費

12 公 債 費

13 諸 支 出 金

14 予 備 費

合　　　計 11,583,763 614,053,702　→　625,637,465
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「秋田県県税条例の一部を改正する条例案」について（議案第１１０号）

税務課

１ 改正理由

地方税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１号）による地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）の一部改正に伴い、個人の県民税の住宅借入金等特別

税額控除の延長を行う等の必要がある。

２ 主な改正内容

⑴ 県民税

① 個人の県民税の住宅借入金等特別税額控除（※）の延長（附則第４条の２

の２関係）

※ 所得税の住宅ローン控除可能額を所得税から控除しきれなかった額に

ついて、個人の県民税から控除する特例措置。

適用期限を令和２０年度（現行：令和１５年度）まで延長するとともに、

その対象となる家屋の居住年を令和７年（現行：令和３年）まで延長するこ

ととする。

② 上場株式等に係る配当所得等の課税方式の変更等（第３３条、第３６条の

４、附則第７条関係）

ア 現行の課税方式

上場株式等に係る配当所得等の課税方式は次の表のとおりであり、所得

税と個人の県民税（住民税）において異なる課税方式の選択が可能となっ

ている。

申告要否・課税方式
税率

備考
県民税 所得税

申告

不要
特別（源泉）徴収 ５％ 15.315％

特別（源泉）徴収 ～330万円 0 ％
総合

後に、他の所得と
４％ 累進

～695万円 10.21 ％
課税

合計して申告
(10％) 税率

～900万円 13.273％ など

※ 「県民税」の（ ）内は、市町村民税を含めた税率。

※ 「所得税」の税率は、復興特別所得税等を勘案した実質的な税率。

※ 上場株式等の配当所得等については、上記のほか、申告分離課税の選

択が可能。
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※ 上場株式等の譲渡所得等については、申告不要と申告分離課税の選択

が可能。

イ 改正内容

金融所得課税は、所得税と個人の県民税（住民税）が一体として設計さ

れてきたことなどを踏まえ、公平性の観点から、所得税と個人の県民税

（住民税）の課税方式を一致させることとする。

ウ その他所要の規定の整備を行うこととする。

⑵ 不動産取得税

不動産取得税に係る総合県税事務所長に対する申告又は報告について、次の

措置を講ずることとする。（第７０条関係）

① 不動産を取得した者は、当該取得について、当該不動産の取得の日から

６０日以内に表示に関する登記又は所有権の登記の申請をした場合（当該申

請が却下された場合を除く。）は、不動産取得税に係る総合県税事務所長に

対する申告を要しないこととする。

② ①の場合においても、不動産取得税の賦課徴収について必要があると認め

るときは、当該不動産の取得について、総合県税事務所長に対する申告を要

することとする。

③ その他所要の規定の整備を行うこととする。

⑶ その他所要の規定の整備を行うこととする。

３ 施行期日等

⑴ この条例は、次を除き、令和５年１月１日から施行することとする。

① ２⑵ 令和５年４月１日

② ２⑴② 令和６年１月１日

⑵ この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することとする。

⑶ 次に掲げる条例について、所要の規定の整理を行うこととする。

① 地域経済牽引事業の促進に関する基本的な整備の対象となる区域における

県税の課税免除に関する条例（昭和５９年秋田県条例第３号）

② 半島振興対策実施地域における県税の不均一課税に関する条例（平成元年

秋田県条例第８号）

③ 地方活力向上地域における県税の課税免除及び不均一課税に関する条例

（平成２８年秋田県条例第１７号）

④ 過疎地域における県税の課税免除に関する条例（令和３年秋田県条例第

５０号）
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秋
田
県
県
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

新

旧

（
所
得
割
の
課
税
標
準
）

（
所
得
割
の
課
税
標
準
）

第
三
十
三
条

略

第
三
十
三
条

略

２
・
３

略

２
・
３

略

４

前
項
の
規
定
は
、
前
年
分
の
所
得
税
に
係
る
法
第
四
十
五
条
の
三
第
一
項

４

前
項
の
規
定
は
、
特
定
配
当
等
に
係
る
所
得
が
生
じ
た
年
の
翌
年
の
四
月

に
規
定
す
る
確
定
申
告
書

一
日
の
属
す
る
年
度
分
の
特
定
配
当
等
申
告
書
（
法
第
三
十
二
条
第
十
三
項

に
規
定
す
る
特
定
配
当
等
申
告
書
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
三
十
六
条

に
特
定
配
当
等
に
係
る
所
得
の
明
細
に
関
す
る
事

の
四
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
特
定
配
当
等
に
係
る
所
得
の
明
細
に
関
す
る
事

項
そ
の
他
地
方
税
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
総
理
府
令
第
二
十
三
号
。

項
そ
の
他
地
方
税
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
総
理
府
令
第
二
十
三
号
。

以
下
「
法
施
行
規
則
」
と
い
う
。
）
第
一
条
の
十
二
の
二
に
規
定
す
る
事
項

以
下
「
法
施
行
規
則
」
と
い
う
。
）
第
一
条
の
十
二
の
二
に
規
定
す
る
事
項

の
記
載
が
あ
る
と
き

の
記
載
が
あ
る
と
き
（
特
定
配
当
等
申
告
書
に
そ
の
記
載
が
な
い
こ
と
に
つ

い
て
や
む
を
得
な
い
理
由
が
あ
る
と
市
町
村
長
が
認
め
る
と
き
を
含
む
。
）

は
、
当
該
特
定
配
当
等
に
係
る
所
得
の
金
額
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

は
、
当
該
特
定
配
当
等
に
係
る
所
得
の
金
額
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

た
だ
し
、
法
第
三
十
二
条
第
十
三
項
第
一
号
に
掲
げ
る
申
告
書
及
び
同
項
第

二
号
に
掲
げ
る
申
告
書
が
い
ず
れ
も
提
出
さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
こ
れ
ら
の

申
告
書
に
記
載
さ
れ
た
事
項
そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
て
、
こ
の
項
の
規
定

を
適
用
し
な
い
こ
と
が
適
当
で
あ
る
と
市
町
村
長
が
認
め
る
と
き
は
、
こ
の

限
り
で
な
い
。

５

略

５

略

６

前
項
の
規
定
は
、
前
年
分
の
所
得
税
に
係
る
法
第
四
十
五
条
の
三
第
一
項

６

前
項
の
規
定
は
、
特
定
株
式
等
譲
渡
所
得
金
額
に
係
る
所
得
が
生
じ
た
年

に
規
定
す
る
確
定
申
告
書

の
翌
年
の
四
月
一
日
の
属
す
る
年
度
分
の
特
定
株
式
等
譲
渡
所
得
金
額
申
告

書
（
法
第
三
十
二
条
第
十
五
項
に
規
定
す
る
特
定
株
式
等
譲
渡
所
得
金
額
申

に

告
書
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
三
十
六
条
の
四
に
お
い
て
同
じ
。
）
に

特
定
株
式
等
譲
渡
所
得
金
額
に
係
る
所
得
の
明
細
に
関
す
る
事
項
そ
の
他
法

特
定
株
式
等
譲
渡
所
得
金
額
に
係
る
所
得
の
明
細
に
関
す
る
事
項
そ
の
他
法

施
行
規
則
第
一
条
の
十
二
の
三
に
規
定
す
る
事
項
の
記
載
が
あ
る
と
き

施
行
規
則
第
一
条
の
十
二
の
三
に
規
定
す
る
事
項
の
記
載
が
あ
る
と
き
（
特

定
株
式
等
譲
渡
所
得
金
額
申
告
書
に
そ
の
記
載
が
な
い
こ
と
に
つ
い
て
や
む

は
、
当
該

を
得
な
い
理
由
が
あ
る
と
市
町
村
長
が
認
め
る
と
き
を
含
む
。
）
は
、
当
該
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特
定
株
式
等
譲
渡
所
得
金
額
に
係
る
所
得
の
金
額
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な

特
定
株
式
等
譲
渡
所
得
金
額
に
係
る
所
得
の
金
額
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な

い
。

い
。
た
だ
し
、
法
第
三
十
二
条
第
十
五
項
第
一
号
に
掲
げ
る
申
告
書
及
び
同

項
第
二
号
に
掲
げ
る
申
告
書
が
い
ず
れ
も
提
出
さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
こ
れ

ら
の
申
告
書
に
記
載
さ
れ
た
事
項
そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
て
、
こ
の
項
の

規
定
を
適
用
し
な
い
こ
と
が
適
当
で
あ
る
と
市
町
村
長
が
認
め
る
と
き
は
、

こ
の
限
り
で
な
い
。

（
配
当
割
額
又
は
株
式
等
譲
渡
所
得
割
額
の
控
除
）

（
配
当
割
額
又
は
株
式
等
譲
渡
所
得
割
額
の
控
除
）

第
三
十
六
条
の
四

所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
、
第
三
十
三
条
第
四
項
に
規
定

第
三
十
六
条
の
四

所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
、
特
定
配
当
等
申
告
書

す
る
確
定
申
告
書
に
記
載
し
た
特
定
配
当
等
に
係
る
所
得
の
金
額
の
計
算
の

に
記
載
し
た
特
定
配
当
等
に
係
る
所
得
の
金
額
の
計
算
の

基
礎
と
な
つ
た
特
定
配
当
等
の
額
に
つ
い
て
第
四
十
七
条
の
八
か
ら
第
四
十

基
礎
と
な
つ
た
特
定
配
当
等
の
額
に
つ
い
て
第
四
十
七
条
の
八
か
ら
第
四
十

七
条
の
十
三
ま
で
の
規
定
に
よ
り
配
当
割
額
を
課
さ
れ
た
場
合
又
は
第
三
十

七
条
の
十
三
ま
で
の
規
定
に
よ
り
配
当
割
額
を
課
さ
れ
た
場
合
又
は
特
定
株

三
条
第
六
項
に
規
定
す
る
確
定
申
告
書
に
記
載
し
た
特
定
株
式
等
譲
渡
所
得

式
等
譲
渡
所
得
金
額
申
告
書

に
記
載
し
た
特
定
株
式
等
譲
渡
所
得

金
額
に
係
る
所
得
の
金
額
の
計
算
の
基
礎
と
な
つ
た
特
定
株
式
等
譲
渡
所
得

金
額
に
係
る
所
得
の
金
額
の
計
算
の
基
礎
と
な
つ
た
特
定
株
式
等
譲
渡
所
得

金
額
に
つ
い
て
第
四
十
七
条
の
十
四
か
ら
第
四
十
七
条
の
十
八
ま
で
の
規
定

金
額
に
つ
い
て
第
四
十
七
条
の
十
四
か
ら
第
四
十
七
条
の
十
八
ま
で
の
規
定

に
よ
り
株
式
等
譲
渡
所
得
割
額
を
課
さ
れ
た
場
合
に
は
、
当
該
配
当
割
額
又

に
よ
り
株
式
等
譲
渡
所
得
割
額
を
課
さ
れ
た
場
合
に
は
、
当
該
配
当
割
額
又

は
当
該
株
式
等
譲
渡
所
得
割
額
に
五
分
の
二
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
、
そ
の

は
当
該
株
式
等
譲
渡
所
得
割
額
に
五
分
の
二
を
乗
じ
て
得
た
金
額
を
、
そ
の

者
の
第
三
十
五
条
か
ら
前
条
ま
で
の
規
定
を
適
用
し
た
場
合
の
所
得
割
の
額

者
の
第
三
十
五
条
か
ら
前
条
ま
で
の
規
定
を
適
用
し
た
場
合
の
所
得
割
の
額

か
ら
控
除
す
る
。

か
ら
控
除
す
る
。

（
個
人
の
県
民
税
に
係
る
扶
養
親
族
等
申
告
書
）

（
個
人
の
県
民
税
に
係
る
扶
養
親
族
申
告
書

）

第
三
十
七
条
の
五

略

第
三
十
七
条
の
五

略

２

略

２

略

（
法
第
七
十
三
条
の
十
四
第
四
項
の
申
告
）

（
法
第
七
十
三
条
の
十
四
第
四
項
の
申
告
）

第
六
十
六
条
の
二

法
第
七
十
三
条
の
十
四
第
四
項
の
申
告
は
、
第
七
十
条
第

第
六
十
六
条
の
二

法
第
七
十
三
条
の
十
四
第
四
項
の
申
告
は
、
第
七
十
条
第

一
項
本
文
の
申
告
書
に
当
該
住
宅
の
取
得
に
つ
き
法
第
七
十
三
条
の
十
四
第

一
項

の
申
告
書
に
当
該
住
宅
の
取
得
に
つ
き
法
第
七
十
三
条
の
十
四
第

一
項
又
は
第
三
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
べ
き
旨
を
付
記
し
て
し
な
け
れ
ば

一
項
又
は
第
三
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
べ
き
旨
を
付
記
し
て
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す

な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す

る
者
は
、
当
該
申
告
書
に
、
当
該
住
宅
が
自
己
の
居
住
の
用
に
供
す
る
耐
震

る
者
は
、
当
該
申
告
書
に
、
当
該
住
宅
が
自
己
の
居
住
の
用
に
供
す
る
耐
震
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基
準
適
合
既
存
住
宅
（
同
項
に
規
定
す
る
耐
震
基
準
適
合
既
存
住
宅
を
い
う

基
準
適
合
既
存
住
宅
（
同
項
に
規
定
す
る
耐
震
基
準
適
合
既
存
住
宅
を
い
う

。
第
七
十
三
条
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と

。
第
七
十
三
条
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と

を
明
ら
か
に
す
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

を
明
ら
か
に
す
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
第
七
十
条
第
一
項
本
文
の
申
告
書
が
提
出
さ
れ
た
場

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
第
七
十
条
第
一
項

の
申
告
書
が
提
出
さ
れ
た
場

合
に
は
、
当
該
申
告
書
が
市
町
村
長
に
提
出
さ
れ
た
日
に
法
第
七
十
三
条
の

合
に
は
、
当
該
申
告
書
が
市
町
村
長
に
提
出
さ
れ
た
日
に
法
第
七
十
三
条
の

十
四
第
四
項
の
申
告
が
な
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。

十
四
第
四
項
の
申
告
が
な
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。

（
不
動
産
の
取
得
に
係
る
申
告
又
は
報
告
）

（
不
動
産
の
取
得
に
係
る
申
告
又
は
報
告
）

第
七
十
条

不
動
産
を
取
得
し
た
者
は
、
当
該
不
動
産
の
取
得
の
日
か
ら
六
十

第
七
十
条

不
動
産
を
取
得
し
た
者
は
、
当
該
不
動
産
の
取
得
の
日
か
ら
六
十

日
以
内
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
当
該
不
動
産
の
所
在

日
以
内
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
当
該
不
動
産
の
所
在

地
の
市
町
村
長
を
経
由
し
て
、
総
合
県
税
事
務
所
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

地
の
市
町
村
長
を
経
由
し
て
、
総
合
県
税
事
務
所
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
不
動
産
の
取
得
に
つ
い
て
、
当
該
期
間
内
に
不
動

ら
な
い
。

産
登
記
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
十
八
条
の
規
定
に
よ
り

表
示
に
関
す
る
登
記
又
は
所
有
権
の
登
記
の
申
請
を
し
た
場
合
（
同
法
第
二

十
五
条
の
規
定
に
よ
り
当
該
申
請
が
却
下
さ
れ
た
場
合
を
除
く
。
）
は
、
こ

の
限
り
で
な
い
。

一
～
五

略

一
～
五

略

２

前
項
た
だ
し
書
の
場
合
に
お
い
て
も
、
総
合
県
税
事
務
所
長
は
、
不
動
産

取
得
税
の
賦
課
徴
収
に
つ
い
て
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
不
動
産
を

取
得
し
た
者
に
、
同
項
本
文
の
申
告
書
を
同
項
本
文
の
規
定
の
例
に
よ
り
提

出
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

法
第
七
十
三
条
の
四
か
ら
法
第
七
十
三
条
の
七
ま
で
の
規
定
に
該
当
す
る

２

法
第
七
十
三
条
の
四
か
ら
法
第
七
十
三
条
の
七
ま
で
の
規
定
に
該
当
す
る

者
は
、
第
一
項
本
文
又
は
前
項
の
規
定
に
よ
つ
て
提
出
す
べ
き
申
告
書
に
当

者
は
、

前
項
の
規
定
に
よ
つ
て
提
出
す
べ
き
申
告
書
に
当

該
不
動
産
の
取
得
に
対
し
不
動
産
取
得
税
を
課
さ
れ
な
い
こ
と
を
証
明
す
る

該
不
動
産
の
取
得
に
対
し
不
動
産
取
得
税
を
課
さ
れ
な
い
こ
と
を
証
明
す
る

に
足
る
権
限
あ
る
機
関
の
証
明
書
そ
の
他
の
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら

に
足
る
権
限
あ
る
機
関
の
証
明
書
そ
の
他
の
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

な
い
。

４

略

３

略

（
固
定
資
産
課
税
台
帳
に
登
録
さ
れ
た
不
動
産
の
価
格
等
の
通
知
）

（
固
定
資
産
課
税
台
帳
に
登
録
さ
れ
た
不
動
産
の
価
格
等
の
通
知
）

第
七
十
二
条

市
町
村
長
は
、
法
第
七
十
三
条
の
十
八
第
四
項
の
規
定
に
よ
り

第
七
十
二
条

市
町
村
長
は
、
法
第
七
十
三
条
の
十
八
第
三
項
の
規
定
に
よ
つ
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不
動
産
の
取
得
に
係
る
申
告
書
若
し
く
は
報
告
書
を
送
付
し
、
又
は
不
動

て
不
動
産
の
取
得
に
係
る
申
告
書
若
し
く
は
報
告
書
を
送
付
し
、
又
は
不
動

産
の
取
得
の
事
実
を
通
知
す
る
場
合
に
は

、
当
該
不
動
産
の
固
定
資

産
の
取
得
の
事
実
を
通
知
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
不
動
産
の
固
定
資

産
課
税
台
帳
に
登
録
さ
れ
た
価
格
、
固
定
資
産
課
税
台
帳
登
録
後
に
お
い
て

産
課
税
台
帳
に
登
録
さ
れ
た
価
格
、
固
定
資
産
課
税
台
帳
登
録
後
に
お
い
て

当
該
不
動
産
に
つ
い
て
増
築
、
改
築
、
損
壊

そ
の
他
特
別
の
事
情
に
よ
る

当
該
不
動
産
に
つ
い
て
増
築
、
改
築
、
損
か
い
そ
の
他
特
別
の
事
情
に
よ
る

、
、

変
化
並
び
に
そ
の
他
当
該
不
動
産
の
価
格
の
決
定
に
つ
い
て
参
考
と
な
る
べ

変
化
並
び
に
そ
の
他
当
該
不
動
産
の
価
格
の
決
定
に
つ
い
て
参
考
と
な
る
べ

き
事
項
を
併
せ
て

、
総
合
県
税
事
務
所
長
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

き
事
項
と
あ
わ
せ
て
、
総
合
県
税
事
務
所
長
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

（
住
宅
の
用
に
供
す
る
土
地
の
取
得
に
対
す
る
不
動
産
取
得
税
の
減
額
）

（
住
宅
の
用
に
供
す
る
土
地
の
取
得
に
対
す
る
不
動
産
取
得
税
の
減
額
）

第
七
十
三
条

略

第
七
十
三
条

略

２
～
５

略

２
～
５

略

６

前
項
の
申
告
は
、
第
七
十
条
第
一
項
本
文
の
申
告
書
に
当
該
土
地
の
取
得

６

前
項
の
申
告
は
、
第
七
十
条
第
一
項

の
申
告
書
に
当
該
土
地
の
取
得

に
つ
き
第
一
項
、
第
二
項
又
は
第
三
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
べ
き
旨
を
付

に
つ
き
第
一
項
、
第
二
項
又
は
第
三
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
べ
き
旨
を
付

記
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ

記
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ

る
者
は
、
当
該
申
告
書
に
、
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば

る
者
は
、
当
該
申
告
書
に
、
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

な
ら
な
い
。

一
・
二

略

一
・
二

略

７

前
項
の
規
定
に
よ
り
第
七
十
条
第
一
項
本
文
の
申
告
書
が
提
出
さ
れ
た
場

７

前
項
の
規
定
に
よ
り
第
七
十
条
第
一
項

の
申
告
書
が
提
出
さ
れ
た
場

合
に
は
、
当
該
申
告
書
が
市
町
村
長
に
提
出
さ
れ
た
日
に
第
五
項
の
申
告
が

合
に
は
、
当
該
申
告
書
が
市
町
村
長
に
提
出
さ
れ
た
日
に
第
五
項
の
申
告
が

な
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。

な
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。

８
・
９

略

８
・
９

略

（
住
宅
の
用
に
供
す
る
土
地
の
取
得
に
対
す
る
不
動
産
取
得
税
の
徴
収
猶
予
）

（
住
宅
の
用
に
供
す
る
土
地
の
取
得
に
対
す
る
不
動
産
取
得
税
の
徴
収
猶
予
）

第
七
十
四
条

略

第
七
十
四
条

略

２

前
項
の
申
告
を
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
に
前

２

前
項
の
申
告
を
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
に
前

条
第
一
項
第
一
号
、
第
二
項
第
一
号
又
は
第
三
項
各
号
に
掲
げ
る
事
実
を
証

条
第
一
項
第
一
号
、
第
二
項
第
一
号
又
は
第
三
項
各
号
に
掲
げ
る
事
実
を
証

明
す
る
に
足
る
書
類
を
添
付
し
て
、
第
七
十
条
第
一
項
本
文
又
は
第
二
項
の

明
す
る
に
足
る
書
類
を
添
付
し
て
第
七
十
条
第
一
項

の

規
定
に
よ
り
当
該
土
地
の
取
得
の
事
実
を
申
告
す
る
時
に
、
併
せ
て
こ
れ
を

規
定
に
よ
り
当
該
土
地
の
取
得
の
事
実
を
申
告
す
る
時
に
、
併
せ
て
こ
れ
を

総
合
県
税
事
務
所
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

総
合
県
税
事
務
所
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
～
四

略

一
～
四

略

３
・
４

略

３
・
４

略
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附

則

附

則

第
四
条
の
二
の
二

平
成
二
十
二
年
度
か
ら
令
和
二
十
年
度
ま
で
の
各
年
度
分

第
四
条
の
二
の
二

平
成
二
十
二
年
度
か
ら
令
和
十
五
年
度
ま
で
の
各
年
度
分

の
個
人
の
県
民
税
に
限
り
、
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
前
年
分
の
所
得
税
に

の
個
人
の
県
民
税
に
限
り
、
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
前
年
分
の
所
得
税
に

つ
き
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
一
条
又
は
第
四
十
一
条
の
二
の
二
の
規
定
の

つ
き
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
一
条
又
は
第
四
十
一
条
の
二
の
二
の
規
定
の

適
用
を
受
け
た
場
合
（
居
住
年
が
平
成
十
一
年
か
ら
平
成
十
八
年
ま
で
又
は

適
用
を
受
け
た
場
合
（
居
住
年
が
平
成
十
一
年
か
ら
平
成
十
八
年
ま
で
又
は

平
成
二
十
一
年
か
ら
令
和
七
年
ま
で
の
各
年
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
に
お

平
成
二
十
一
年
か
ら
令
和
三
年
ま
で
の
各
年
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
に
お

い
て
、
前
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
な
い
と
き
は
、
法
附
則
第
五
条

い
て
、
前
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
な
い
と
き
は
、
法
附
則
第
五
条

の
四
の
二
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
金
額
か
ら
同
項
第
二
号
に
掲
げ
る
金
額

の
四
の
二
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
金
額
か
ら
同
項
第
二
号
に
掲
げ
る
金
額

を
控
除
し
た
金
額
（
当
該
金
額
が
零
を
下
回
る
場
合
に
は
、
零
と
す
る
。
）

を
控
除
し
た
金
額
（
当
該
金
額
が
零
を
下
回
る
場
合
に
は
、
零
と
す
る
。
）

の
五
分
の
二
に
相
当
す
る
金
額
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
控
除
額
」
と
い

の
五
分
の
二
に
相
当
す
る
金
額
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
控
除
額
」
と
い

う
。
）
を
、
当
該
納
税
義
務
者
の
第
三
十
五
条
及
び
第
三
十
六
条
の
規
定
を

う
。
）
を
、
当
該
納
税
義
務
者
の
第
三
十
五
条
及
び
第
三
十
六
条
の
規
定
を

適
用
し
た
場
合
の
所
得
割
の
額
か
ら
控
除
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当

適
用
し
た
場
合
の
所
得
割
の
額
か
ら
控
除
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当

該
控
除
額
が
当
該
納
税
義
務
者
の
前
年
分
の
所
得
税
に
係
る
所
得
税
法
第
八

該
控
除
額
が
当
該
納
税
義
務
者
の
前
年
分
の
所
得
税
に
係
る
所
得
税
法
第
八

十
九
条
第
二
項
に
規
定
す
る
課
税
総
所
得
金
額
、
課
税
退
職
所
得
金
額
及
び

十
九
条
第
二
項
に
規
定
す
る
課
税
総
所
得
金
額
、
課
税
退
職
所
得
金
額
及
び

課
税
山
林
所
得
金
額
の
合
計
額
の
百
分
の
二
に
相
当
す
る
金
額
（
当
該
金
額

課
税
山
林
所
得
金
額
の
合
計
額
の
百
分
の
二
に
相
当
す
る
金
額
（
当
該
金
額

が
三
万
九
千
円
を
超
え
る
場
合
に
は
、
三
万
九
千
円
。
以
下
こ
の
項
に
お
い

が
三
万
九
千
円
を
超
え
る
場
合
に
は
、
三
万
九
千
円
。
以
下
こ
の
項
に
お
い

て
「
控
除
限
度
額
」
と
い
う
。
）
を
超
え
る
と
き
は
、
当
該
控
除
額
は
、
当

て
「
控
除
限
度
額
」
と
い
う
。
）
を
超
え
る
と
き
は
、
当
該
控
除
額
は
、
当

該
控
除
限
度
額
に
相
当
す
る
金
額
と
す
る
。

該
控
除
限
度
額
に
相
当
す
る
金
額
と
す
る
。

２
・
３

略

２
・
３

略

（
上
場
株
式
等
に
係
る
配
当
所
得
等
に
係
る
県
民
税
の
課
税
の
特
例
）

（
上
場
株
式
等
に
係
る
配
当
所
得
等
に
係
る
県
民
税
の
課
税
の
特
例
）

第
七
条

略

第
七
条

略

２

前
項
の
規
定
の
う
ち
、
租
税
特
別
措
置
法
第
八
条
の
四
第
二
項
に
規
定
す

２

前
項
の
規
定
の
う
ち
、
租
税
特
別
措
置
法
第
八
条
の
四
第
二
項
に
規
定
す

る
特
定
上
場
株
式
等
の
配
当
等
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
定
上
場
株
式

る
特
定
上
場
株
式
等
の
配
当
等
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
定
上
場
株
式

等
の
配
当
等
」
と
い
う
。
）
に
係
る
配
当
所
得
に
係
る
部
分
は
、
県
民
税
の

等
の
配
当
等
」
と
い
う
。
）
に
係
る
配
当
所
得
に
係
る
部
分
は
、
県
民
税
の

所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
前
年
分
の
所
得
税

所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
当
該
特
定
上
場
株
式
等
の
配
当
等
の
支
払
を
受
け

に
つ
い
て
当
該

る
べ
き
年
の
翌
年
の
四
月
一
日
の
属
す
る
年
度
分
の
県
民
税
に
つ
い
て
当
該

特
定
上
場
株
式
等
の
配
当
等
に
係
る
配
当
所
得
に
つ
き
同
条
第
一
項
の
規
定

特
定
上
場
株
式
等
の
配
当
等
に
係
る
配
当
所
得
に
つ
き
前
項

の
規
定
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の
適
用
を
受
け
た

の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
旨
の
記
載
の
あ
る
第
三
十
三
条
第
四
項
に
規
定

場
合

す
る
特
定
配
当
等
申
告
書
を
提
出
し
た
場
合
（
法
附
則
第
三
十
三
条
の
二
第

に
限
り
適
用
す
る

二
項
各
号
に
掲
げ
る
場
合
を
除
く
。
）
に
限
り
適
用
す
る
も
の
と
し
、
県
民

税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
前
年
中
に
支
払
を
受
け
る
べ
き
特
定
上
場
株

式
等
の
配
当
等
に
係
る
配
当
所
得
に
つ
い
て
第
三
十
三
条
第
一
項
及
び
第
二

項
並
び
に
第
三
十
五
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
た
場
合
に
は
、
当
該
納
税
義

務
者
が
前
年
中
に
支
払
を
受
け
る
べ
き
他
の
特
定
上
場
株
式
等
の
配
当
等
に

。

係
る
配
当
所
得
に
つ
い
て
は
、
前
項
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。

３

略

３

略

（
優
良
住
宅
地
の
造
成
等
の
た
め
に
土
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
長
期
譲
渡

（
優
良
住
宅
地
の
造
成
等
の
た
め
に
土
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
長
期
譲
渡

所
得
に
係
る
県
民
税
の
課
税
の
特
例
）

所
得
に
係
る
県
民
税
の
課
税
の
特
例
）

第
十
条

略

第
十
条

略

２

略

２

略

３

第
一
項
（
前
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
場
合
に
お
い
て

３

第
一
項
（
前
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
場
合
に
お
い
て

、
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
、
そ
の
有
す
る
土
地
等
に
つ
き
、
租
税
特
別
措

、
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
、
そ
の
有
す
る
土
地
等
に
つ
き
、
租
税
特
別
措

置
法
第
三
十
三
条
か
ら
第
三
十
三
条
の
四
ま
で
、
第
三
十
四
条
か
ら
第
三
十

置
法
第
三
十
三
条
か
ら
第
三
十
三
条
の
四
ま
で
、
第
三
十
四
条
か
ら
第
三
十

五
条
の
二
ま
で
、
第
三
十
六
条
の
二
、
第
三
十
六
条
の
五
、
第
三
十
七
条
、

五
条
の
二
ま
で
、
第
三
十
六
条
の
二
、
第
三
十
六
条
の
五
、
第
三
十
七
条
、

第
三
十
七
条
の
四
か
ら
第
三
十
七
条
の
六
ま
で
又
は
第
三
十
七
条
の
八

第
三
十
七
条
の
四
か
ら
第
三
十
七
条
の
六
ま
で
、
第
三
十
七
条
の
八
又
は
第

の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
と
き
は
、
当
該
土
地
等
の
譲
渡
は

三
十
七
条
の
九
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
と
き
は
、
当
該
土
地
等
の
譲
渡
は

、
第
一
項
に
規
定
す
る
優
良
住
宅
地
等
の
た
め
の
譲
渡
又
は
前
項
に
規
定
す

、
第
一
項
に
規
定
す
る
優
良
住
宅
地
等
の
た
め
の
譲
渡
又
は
前
項
に
規
定
す

る
確
定
優
良
住
宅
地
等
予
定
地
の
た
め
の
譲
渡
に
該
当
し
な
い
も
の
と
み
な

る
確
定
優
良
住
宅
地
等
予
定
地
の
た
め
の
譲
渡
に
該
当
し
な
い
も
の
と
み
な

す
。

す
。

４
・
５

略

４
・
５

略

（
源
泉
徴
収
選
択
口
座
内
配
当
等
に
係
る
県
民
税
の
所
得
計
算
及
び
特
別
徴

（
源
泉
徴
収
選
択
口
座
内
配
当
等
に
係
る
県
民
税
の
所
得
計
算
及
び
特
別
徴

収
等
の
特
例
）

収
等
の
特
例
）

第
十
二
条
の
二
の
五

県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
支
払
を
受
け
る
租

第
十
二
条
の
二
の
五

県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
支
払
を
受
け
る
租

税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
の
十
一
の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
源
泉
徴
収
選

税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
の
十
一
の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
源
泉
徴
収
選

択
口
座
内
配
当
等
（
以
下
こ
の
条

に
お
い
て
「
源
泉
徴
収
選
択
口

択
口
座
内
配
当
等
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
「
源
泉
徴
収
選
択
口
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座
内
配
当
等
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
は
、
令
附
則
第
十
八
条
の
四
の
二
第

座
内
配
当
等
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
は
、
令
附
則
第
十
八
条
の
四
の
二
第

一
項
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
源
泉
徴
収
選
択
口
座
内
配
当
等
に

一
項
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
源
泉
徴
収
選
択
口
座
内
配
当
等
に

係
る
利
子
所
得
の
金
額
及
び
配
当
所
得
の
金
額
と
当
該
源
泉
徴
収
選
択
口
座

係
る
利
子
所
得
の
金
額
及
び
配
当
所
得
の
金
額
と
当
該
源
泉
徴
収
選
択
口
座

内
配
当
等
以
外
の
利
子
等
（
所
得
税
法
第
二
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
利

内
配
当
等
以
外
の
利
子
等
（
所
得
税
法
第
二
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
利

子
等
を
い
う
。
）
及
び
配
当
等
（
所
得
税
法
第
二
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す

子
等
を
い
う
。
）
及
び
配
当
等
（
所
得
税
法
第
二
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す

る
配
当
等
を
い
う
。
）
に
係
る
利
子
所
得
の
金
額
及
び
配
当
所
得
の
金
額
と

る
配
当
等
を
い
う
。
）
に
係
る
利
子
所
得
の
金
額
及
び
配
当
所
得
の
金
額
と

を
区
分
し
て
、
こ
れ
ら
の
金
額
を
計
算
す
る
。

を
区
分
し
て
、
こ
れ
ら
の
金
額
を
計
算
す
る
。

２

租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
の
十
一
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
源
泉
徴

２

租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
の
十
一
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
源
泉
徴

収
選
択
口
座
（
次
項

に
お
い
て
「
源
泉
徴
収
選
択
口
座
」

収
選
択
口
座
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
「
源
泉
徴
収
選
択
口
座
」

と
い
う
。
）
が
開
設
さ
れ
て
い
る
第
四
十
七
条
の
十
二
第
一
項
に
規
定
す
る

と
い
う
。
）
が
開
設
さ
れ
て
い
る
第
四
十
七
条
の
十
二
第
一
項
に
規
定
す
る

特
別
徴
収
義
務
者
が
、
源
泉
徴
収
選
択
口
座
内
配
当
等
に
つ
き
、
同
条
第
二

特
別
徴
収
義
務
者
が
、
源
泉
徴
収
選
択
口
座
内
配
当
等
に
つ
き
、
同
条
第
二

項
の
規
定
に
基
づ
き
県
民
税
の
配
当
割
を
徴
収
す
る
場
合
に
お
け
る
第
三
十

項
の
規
定
に
基
づ
き
県
民
税
の
配
当
割
を
徴
収
す
る
場
合
に
お
け
る
第
三
十

条
第
一
項
第
六
号
、
第
四
十
七
条
の
十
二
第
一
項
及
び
第
四
十
七
条
の
十
三

条
第
一
項
第
六
号
、
第
四
十
七
条
の
十
二
第
一
項
及
び
第
四
十
七
条
の
十
三

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
第
三
十
条
第
一
項
第
六
号
及
び
第
四
十
七
条

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
第
三
十
条
第
一
項
第
六
号
及
び
第
四
十
七
条

の
十
二
第
一
項
中
「
受
け
る
べ
き
日
」
と
あ
る
の
は
「
受
け
る
べ
き
日
の
属

の
十
二
第
一
項
中
「
受
け
る
べ
き
日
」
と
あ
る
の
は
「
受
け
る
べ
き
日
の
属

す
る
年
の
一
月
一
日
」
と
、
第
四
十
七
条
の
十
三
中
「
属
す
る
月
の
翌
月
十

す
る
年
の
一
月
一
日
」
と
、
第
四
十
七
条
の
十
三
中
「
属
す
る
月
の
翌
月
十

日
」
と
あ
る
の
は
「
属
す
る
年
の
翌
年
一
月
十
日
（
令
附
則
第
十
八
条
の
四

日
」
と
あ
る
の
は
「
属
す
る
年
の
翌
年
一
月
十
日
（
令
附
則
第
十
八
条
の
四

の
二
第
二
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
令
第
九
条
の
二
十
第
一
項
に

の
二
第
二
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
令
第
九
条
の
二
十
第
一
項
に

規
定
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
同
項
に
規
定
す
る
日
。
）
」
と
す
る
。

規
定
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
同
項
に
規
定
す
る
日
。
）
」
と
す
る
。

３
・
４

略

３
・
４

略

（
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失
の
損
益
通
算
及
び
繰
越
控
除
）

（
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失
の
損
益
通
算
及
び
繰
越
控
除
）

第
十
二
条
の
二
の
六

県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
の
平
成
二
十
九
年
度

第
十
二
条
の
二
の
六

県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
の
平
成
二
十
九
年
度

分
以
後
の
各
年
度
分
の
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
（
法
附
則
第

分
以
後
の
各
年
度
分
の
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
（
法
附
則
第

三
十
五
条
の
二
の
六
第
二
項
に
規
定
す
る
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失
の

三
十
五
条
の
二
の
六
第
二
項
に
規
定
す
る
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失
の

金
額
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
、
当
該
上
場
株
式
等
に

金
額
を
い
う
。
第
五
項

に
お
い
て
同
じ
。
）
は
、
当
該
上
場
株
式
等
に

係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
の
生
じ
た
年
分
の
所
得
税

係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
の
生
じ
た
年
の
末
日
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
の
県

に
つ
い
て
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
の
控
除
に
関
す
る
事

民
税
に
つ
い
て
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
の
控
除
に
関
す
る
事

項
を
記
載
し
た
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
確
定
申
告
書
（
第
三
項
に
お
い
て

項
を
記
載
し
た
第
三
十
七
条
の
四
の
規
定
に
よ
る
申
告
書

「
確
定
申
告
書
」
と
い
う
。
）
を
提
出
し
た
場
合
（
租
税
特
別
措
置
法
第
三

を
提
出
し
た
場
合
（
市
町
村
長
に
お
い
て
や
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十
七
条
の
十
二
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
限
る

む
を
得
な
い
事
情
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
は
、
当
該
申
告
書
を
そ
の
提
出

期
限
後
に
お
い
て
県
民
税
の
納
税
通
知
書
が
送
達
さ
れ
る
時
ま
で
に
提
出
し

。
）
に
限
り
、
附
則
第
十
二
条
の
二
の
二
第
一
項
後
段
の
規

た
場
合
を
含
む
。
）
に
限
り
、
附
則
第
十
二
条
の
二
の
二
第
一
項
後
段
の
規

定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
納
税
義
務
者
の
附
則
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る

定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
納
税
義
務
者
の
附
則
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る

上
場
株
式
等
に
係
る
配
当
所
得
等
の
金
額
を
限
度
と
し
て
、
当
該
上
場
株
式

上
場
株
式
等
に
係
る
配
当
所
得
等
の
金
額
を
限
度
と
し
て
、
当
該
上
場
株
式

等
に
係
る
配
当
所
得
等
の
金
額
の
計
算
上
控
除
す
る
。

等
に
係
る
配
当
所
得
等
の
金
額
の
計
算
上
控
除
す
る
。

２

前
項
の
県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
同
項
の
規
定
に
よ
り
申
告
す

る
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
の
う
ち
に
前
条
第
三
項
の
規
定
に

よ
り
特
別
徴
収
義
務
者
が
源
泉
徴
収
選
択
口
座
内
配
当
等
に
つ
い
て
徴
収
し

て
納
入
す
べ
き
県
民
税
の
配
当
割
の
額
の
計
算
上
当
該
源
泉
徴
収
選
択
口
座

内
配
当
等
の
額
か
ら
控
除
し
た
法
附
則
第
三
十
五
条
の
二
の
五
第
三
項
各
号

に
掲
げ
る
損
失
の
金
額
が
あ
る
場
合
に
は
、
第
三
十
三
条
第
四
項
に
規
定
す

る
特
定
配
当
等
申
告
書
に
当
該
源
泉
徴
収
選
択
口
座
内
配
当
等
に
係
る
源
泉

徴
収
選
択
口
座
に
お
い
て
前
年
中
に
交
付
を
受
け
た
全
て
の
源
泉
徴
収
選
択

口
座
内
配
当
等
に
係
る
所
得
に
つ
い
て
の
記
載
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る

附
則
第
七
条
の
規
定
の
適

３

第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
附
則
第
七
条
の
規
定
の
適

用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
一
項
中
「
計
算
し
た
金
額
（
」
と
あ
る
の
は
、
「

用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
一
項
中
「
計
算
し
た
金
額
（
」
と
あ
る
の
は
、
「

計
算
し
た
金
額
（
附
則
第
十
二
条
の
二
の
六
第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る

計
算
し
た
金
額
（
附
則
第
十
二
条
の
二
の
六
第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る

場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後
の
金
額
。
」
と
す
る
。

場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後
の
金
額
。
」
と
す
る
。

３

県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
の
前
年
前
三
年
内
の
各
年
に
生
じ
た
上

４

県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
の
前
年
前
三
年
内
の
各
年
に
生
じ
た
上

場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
（
法
附
則
第
三
十
五
条
の
二
の
六
第
五

場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
（

項
に
規
定
す
る
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
を
い
い
、
こ
の
項
の

こ
の
項
の

規
定
に
よ
り
前
年
前
に
お
い
て
控
除
さ
れ
た
も
の
を
除
く
。
）
は
、
当
該
上

規
定
に
よ
り
前
年
前
に
お
い
て
控
除
さ
れ
た
も
の
を
除
く
。
）
は
、
当
該
上

場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
の
生
じ
た
年
分
の
所
得
税

場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
の
生
じ
た
年
の
末
日
の
属
す
る
年
度
の

に
つ
い
て
確
定
申
告
書

翌
年
度
の
県
民
税
に
つ
い
て
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
の
控
除

を
提

に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
第
三
十
七
条
の
四
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
を
提

出
し
た
場
合

出
し
た
場
合
（
市
町
村
長
に
お
い
て
や
む
を
得
な
い
事
情
が
あ
る
と
認
め
る

場
合
に
は
、
当
該
申
告
書
を
そ
の
提
出
期
限
後
に
お
い
て
県
民
税
の
納
税
通

に
お
い
て
、
そ

知
書
が
送
達
さ
れ
る
時
ま
で
に
提
出
し
た
場
合
を
含
む
。
）
に
お
い
て
、
そ

の
後
の
年
分
の
所
得
税

に
つ
い
て
連
続
し
て
確
定
申
告
書

の
後
の
年
度
分
の
県
民
税
に
つ
い
て
連
続
し
て
当
該
申
告
書
（
そ
の
提
出
期
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限
後
に
お
い
て
県
民
税
の
納
税
通
知
書
が
送
達
さ
れ
る
時
ま
で
に
提
出
さ
れ

を
提
出
し
て
い
る
と
き
（
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七

た
も
の
を
含
む
。
）
を
提
出
し
て
い
る
と
き

条
の
十
二
の
二
第
五
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
と
き
に
限
る
。
）
に
限
り
、

に
限
り
、

附
則
第
十
二
条
の
二
の
二
第
一
項
後
段
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
令
附
則
第

附
則
第
十
二
条
の
二
の
二
第
一
項
後
段
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
令
附
則
第

十
八
条
の
五
第
四
項
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
納
税
義
務
者
の
附

十
八
条
の
五
第
四
項
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
納
税
義
務
者
の
附

則
第
十
二
条
の
二
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
所
得

則
第
十
二
条
の
二
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
所
得

等
の
金
額
及
び
附
則
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
上
場
株
式
等
に
係
る
配
当

等
の
金
額
及
び
附
則
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
上
場
株
式
等
に
係
る
配
当

所
得
等
の
金
額
（
第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後

所
得
等
の
金
額
（
第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後

の
金
額
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
限
度
と
し
て
、
当
該
上
場
株

の
金
額
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
限
度
と
し
て
、
当
該
上
場
株

式
等
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
及
び
上
場
株
式
等
に
係
る
配
当
所
得
等
の

式
等
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
及
び
上
場
株
式
等
に
係
る
配
当
所
得
等
の

金
額
の
計
算
上
控
除
す
る
。

金
額
の
計
算
上
控
除
す
る
。

５

前
項
に
規
定
す
る
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
と
は
、
当
該
県

民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
、
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
の
十
二

の
二
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
上
場
株
式
等
の
譲
渡
（
同
法
第
三
十
二
条
第
二

項
の
規
定
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）
を
し
た
こ
と
に
よ
り
生
じ
た
損
失

の
金
額
と
し
て
令
附
則
第
十
八
条
の
五
第
五
項
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り

計
算
し
た
金
額
の
う
ち
、
当
該
納
税
義
務
者
の
当
該
譲
渡
を
し
た
年
の
末
日

の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
の
県
民
税
に
係
る
附
則
第
十
二
条
の
二
の
二
第
一

項
に
規
定
す
る
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
の
計
算
上
控
除
し

て
も
な
お
控
除
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
部
分
の
金
額
と
し
て
令
附
則
第
十
八

条
の
五
第
六
項
に
規
定
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
金
額
（
第
一
項
の
規

定
の
適
用
を
受
け
て
控
除
さ
れ
た
も
の
を
除
く
。
）
を
い
う
。

４

前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る

附
則
第
七
条
第
一
項
及
び

６

第
四
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
附
則
第
七
条
第
一
項
及
び

第
二
項
並
び
に
附
則
第
十
二
条
の
二
の
二
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
の
適

第
二
項
並
び
に
附
則
第
十
二
条
の
二
の
二
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
の
適

用
に
つ
い
て
は
、
附
則
第
七
条
第
一
項
中
「
計
算
し
た
金
額
（
」
と
あ
る
の

用
に
つ
い
て
は
、
附
則
第
七
条
第
一
項
中
「
計
算
し
た
金
額
（
」
と
あ
る
の

は
「
計
算
し
た
金
額
（
附
則
第
十
二
条
の
二
の
六
第
三
項
の
規
定
の
適
用
が

は
「
計
算
し
た
金
額
（
附
則
第
十
二
条
の
二
の
六
第
四
項
の
規
定
の
適
用
が

あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後
の
金
額
。
」
と
、
附
則
第
十
二
条
の
二
の
二

あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後
の
金
額
。
」
と
、
附
則
第
十
二
条
の
二
の
二

第
一
項
中
「
計
算
し
た
金
額
（
」
と
あ
る
の
は
「
計
算
し
た
金
額
（
附
則
第

第
一
項
中
「
計
算
し
た
金
額
（
」
と
あ
る
の
は
「
計
算
し
た
金
額
（
附
則
第

十
二
条
の
二
の
六
第
三
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後

十
二
条
の
二
の
六
第
四
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後

の
金
額
と
し
、
」
と
す
る
。

の
金
額
と
し
、
」
と
す
る
。
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（
不
動
産
取
得
税
の
減
額
等
）

（
不
動
産
取
得
税
の
減
額
等
）

第
十
六
条

略

第
十
六
条

略

２
～
７

略

２
～
７

略

８

第
二
項
、
第
五
項
又
は
前
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
準
用
す
る
第
七

８

第
二
項
、
第
五
項
又
は
前
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
準
用
す
る
第
七

十
四
条
第
一
項
の
申
告
を
す
る
者
は
、
同
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項

十
四
条
第
一
項
の
申
告
を
す
る
者
は
、
同
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項

並
び
に
第
一
項
、
第
四
項
又
は
第
六
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
不
動
産
の

並
び
に
第
一
項
、
第
四
項
又
は
第
六
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
不
動
産
の

取
得
年
月
日
を
記
載
し
た
申
告
書
に
第
一
項
、
第
四
項
又
は
第
六
項
の
規
定

取
得
年
月
日
を
記
載
し
た
申
告
書
に
第
一
項
、
第
四
項
又
は
第
六
項
の
規
定

に
該
当
す
る
こ
と
を
証
明
す
る
に
足
る
書
類
を
添
付
し
て
、
第
七
十
条
第
一

に
該
当
す
る
こ
と
を
証
明
す
る
に
足
る
書
類
を
添
付
し
て
第
七
十
条
第
一
項

項
本
文
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
不
動
産
の
取
得
の
事
実
を
申
告
す

の
規
定
に
よ
り
当
該
不
動
産
の
取
得
の
事
実
を
申
告
す

る
時
に
、
併
せ
て
こ
れ
を
総
合
県
税
事
務
所
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

る
時
に
、
併
せ
て
こ
れ
を
総
合
県
税
事
務
所
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

い
。

９

略

９

略

（
東
日
本
大
震
災
に
係
る
住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控
除
の
適
用
期
間
等
の

（
東
日
本
大
震
災
に
係
る
住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控
除
の
適
用
期
間
等
の

特
例
）

特
例
）

第
二
十
八
条

略

第
二
十
八
条

略

２

所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
前
年
分
の
所
得
税
に
つ
き
震
災
特
例
法
第
十
三

２

所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
前
年
分
の
所
得
税
に
つ
き
震
災
特
例
法
第
十
三

条
第
三
項
若
し
く
は
第
四
項
又
は
第
十
三
条
の
二
第
一
項
か
ら
第
四
項
ま
で

条
第
三
項
若
し
く
は
第
四
項
又
は
第
十
三
条
の
二
第
一
項
か
ら
第
九
項

若
し
く
は
第
六
項
か
ら
第
十
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
た
場
合
に
お
け

ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
た
場
合
に
お
け

る
附
則
第
四
条
の
二
及
び
附
則
第
四
条
の
二
の
二
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て

る
附
則
第
四
条
の
二
及
び
附
則
第
四
条
の
二
の
二
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て

は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ

は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ

れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
と
し
、
同
条
第
三
項
の
規
定
は
、
適
用

れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
と
し
、
同
条
第
三
項
の
規
定
は
、
適
用

し
な
い
。

し
な
い
。

（
表

略
）

（
表

略
）

３

略

３

略

（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
に
係
る
住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控
除

（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
に
係
る
住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控
除

の
特
例
）

の
特
例
）

第
三
十
五
条

第
三
十
五
条

県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
前
年
分
の
所
得
税
に
つ
き
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新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
特
例
法
第
六
条
第
四
項
の
規
定
の
適
用
を
受

け
た
場
合
に
お
け
る
附
則
第
四
条
の
二
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い

て
は
、
同
項
中
「
令
和
十
五
年
度
」
と
あ
る
の
は
、
「
令
和
十
六
年
度
」
と

す
る
。

県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
前
年
分
の
所
得
税
に
つ
き
新
型
コ
ロ

２

県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
前
年
分
の
所
得
税
に
つ
き
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
特
例
法
第
六
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
た

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
特
例
法
第
六
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
た

場
合
に
お
け
る
附
則
第
四
条
の
二
の
二
第
三
項
及
び

附
則
第

場
合
に
お
け
る
附
則
第
四
条
の
二
の
二
第
一
項
及
び
第
三
項
並
び
に
附
則
第

二
十
八
条
第
三
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
令
和

二
十
八
条
第
三
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
附
則
第
四
条
の
二
の
二
第

三
年
」
と
あ
る
の
は
、

一
項
中
「
令
和
十
五
年
度
」
と
あ
る
の
は
「
令
和
十
七
年
度
」
と
、
同
項
及

び
同
条
第
三
項
並
び
に
附
則
第
二
十
八
条
第
三
項
中
「
令
和
三
年
」
と
あ
る

「
令
和
四
年
」
と
す
る
。

の
は

「
令
和
四
年
」
と
す
る
。

地
域
経
済
牽
引
事
業
の
促
進
に
関
す
る
基
本
的
な
計
画
の
対
象
と
な
る
区
域
に
お
け
る
県
税
の
課
税
免
除
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
附
則
第
九
項
第
一
号
に
よ

る
改
正
）

新

旧

（
課
税
免
除
に
係
る
申
告
）

（
課
税
免
除
に
係
る
申
告
）

第
三
条

略

第
三
条

略

２

前
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
は
、
県
税
条
例
第
七
十
条
第
一
項
本
文
の
申
告

２

前
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
は
、
県
税
条
例
第
七
十
条
第
一
項

の
申
告

書
に
前
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
べ
き
旨
を
付
記
し
て
し
な
け
れ
ば

書
に
前
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
べ
き
旨
を
付
記
し
て
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
土
地
の
取
得
に
対
し
て
課
す
る
不
動
産
取
得
税
に
あ

な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
土
地
の
取
得
に
対
し
て
課
す
る
不
動
産
取
得
税
に
あ

っ
て
は
、
当
該
土
地
を
敷
地
と
す
る
家
屋
の
取
得
に
係
る
県
税
条
例
第
七
十

っ
て
は
、
当
該
土
地
を
敷
地
と
す
る
家
屋
の
取
得
に
係
る
県
税
条
例
第
七
十

条
第
一
項
本
文
の
申
告
書
に
付
記
し
て
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

条
第
一
項

の
申
告
書
に
付
記
し
て
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
・
４

略

３
・
４

略

半
島
振
興
対
策
実
施
地
域
に
お
け
る
県
税
の
不
均
一
課
税
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
附
則
第
九
項
第
二
号
に
よ
る
改
正
）

新

旧
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（
不
均
一
課
税
に
係
る
申
告
）

（
不
均
一
課
税
に
係
る
申
告
）

第
五
条

略

第
五
条

略

２
・
３

略

２
・
３

略

４

前
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
は
、
県
税
条
例
第
七
十
条
第
一
項
本
文
の
申
告

４

前
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
は
、
県
税
条
例
第
七
十
条
第
一
項

の
申
告

書
に
第
三
条
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
べ
き
旨
を
付
記
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら

書
に
第
三
条
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
べ
き
旨
を
付
記
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
た
だ
し
、
土
地
の
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
以
内
に
当

な
い
。
た
だ
し
、
土
地
の
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
以
内
に
当

該
土
地
を
敷
地
と
す
る
特
別
償
却
設
備
で
あ
る
家
屋
の
建
設
の
着
手
が
あ
っ

該
土
地
を
敷
地
と
す
る
特
別
償
却
設
備
で
あ
る
家
屋
の
建
設
の
着
手
が
あ
っ

た
場
合
に
お
け
る
当
該
土
地
の
取
得
に
対
し
て
課
す
る
不
動
産
取
得
税
に
あ

た
場
合
に
お
け
る
当
該
土
地
の
取
得
に
対
し
て
課
す
る
不
動
産
取
得
税
に
あ

っ
て
は
、
当
該
家
屋
の
取
得
に
係
る
県
税
条
例
第
七
十
条
第
一
項
本
文
の
申

っ
て
は
、
当
該
家
屋
の
取
得
に
係
る
県
税
条
例
第
七
十
条
第
一
項

の
申

告
書
に
付
記
し
て
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

告
書
に
付
記
し
て
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

５
・
６

略

５
・
６

略

地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
県
税
の
課
税
免
除
及
び
不
均
一
課
税
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
附
則
第
九
項
第
三
号
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
課
税
免
除
及
び
不
均
一
課
税
に
係
る
申
告
）

（
課
税
免
除
及
び
不
均
一
課
税
に
係
る
申
告
）

第
五
条

略

第
五
条

略

２
・
３

略

２
・
３

略

４

前
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
は
、
県
税
条
例
第
七
十
条
第
一
項
本
文
の
申
告

４

前
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
は
、
県
税
条
例
第
七
十
条
第
一
項

の
申
告

書
に
第
三
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
べ
き
旨
を
付
記
し

書
に
第
三
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
べ
き
旨
を
付
記
し

て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
土
地
の
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算

て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
土
地
の
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算

し
て
一
年
以
内
に
当
該
土
地
を
敷
地
と
す
る
特
別
償
却
設
備
で
あ
る
家
屋
の

し
て
一
年
以
内
に
当
該
土
地
を
敷
地
と
す
る
特
別
償
却
設
備
で
あ
る
家
屋
の

建
設
の
着
手
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
土
地
の
取
得
に
対
し
て
課
す
る

建
設
の
着
手
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
土
地
の
取
得
に
対
し
て
課
す
る

不
動
産
取
得
税
に
あ
っ
て
は
、
当
該
家
屋
の
取
得
に
係
る
県
税
条
例
第
七
十

不
動
産
取
得
税
に
あ
っ
て
は
、
当
該
家
屋
の
取
得
に
係
る
県
税
条
例
第
七
十

条
第
一
項
本
文
の
申
告
書
に
付
記
し
て
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

条
第
一
項

の
申
告
書
に
付
記
し
て
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

５
・
６

略

５
・
６

略

過
疎
地
域
に
お
け
る
県
税
の
課
税
免
除
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
附
則
第
九
項
第
四
号
に
よ
る
改
正
）
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新

旧

（
課
税
免
除
に
係
る
申
告
）

（
課
税
免
除
に
係
る
申
告
）

第
五
条

略

第
五
条

略

２
・
３

略

２
・
３

略

４

前
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
は
、
県
税
条
例
第
七
十
条
第
一
項
本
文
の
申
告

４

前
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
は
、
県
税
条
例
第
七
十
条
第
一
項

の
申
告

書
に
第
三
条
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
べ
き
旨
を
付
記
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら

書
に
第
三
条
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
べ
き
旨
を
付
記
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
た
だ
し
、
土
地
の
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
以
内
に
当

な
い
。
た
だ
し
、
土
地
の
取
得
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
以
内
に
当

該
土
地
を
敷
地
と
す
る
特
別
償
却
設
備
で
あ
る
家
屋
の
建
設
の
着
手
が
あ
っ

該
土
地
を
敷
地
と
す
る
特
別
償
却
設
備
で
あ
る
家
屋
の
建
設
の
着
手
が
あ
っ

た
場
合
に
お
け
る
当
該
土
地
の
取
得
に
対
し
て
課
す
る
不
動
産
取
得
税
に
あ

た
場
合
に
お
け
る
当
該
土
地
の
取
得
に
対
し
て
課
す
る
不
動
産
取
得
税
に
あ

っ
て
は
、
当
該
家
屋
の
取
得
に
係
る
県
税
条
例
第
七
十
条
第
一
項
本
文
の
申

っ
て
は
、
当
該
家
屋
の
取
得
に
係
る
県
税
条
例
第
七
十
条
第
一
項

の
申

告
書
に
付
記
し
て
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

告
書
に
付
記
し
て
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

５
・
６

略

５
・
６

略
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東京電力への損害賠償請求に係る和解について（議案第１１７号）

１ 趣旨

○ 平成３０年１０月１６日、東京電力ホールディングス株式会社に対する損害賠償請求

のうち、第三次及び第四次請求に係る未受領額について、「原子力損害賠償紛争解決セン

ター」に和解のあっせんを申し立てた。

○ 令和４年４月７日、同センターから和解案の提示があったので、これを受け入れるこ

ととしたい。

２ 第三次及び第四次請求の概要

３ 和解案の概要

○ 県が民間事業者と同様の立場で行う事業に関する損害 １５千円

工業用水汚泥調査に係る費用

○ 県が被害者支援等のために負担した費用 ３０，３１０千円

災害廃棄物の広域処理支援及び県内農畜産業への緊急支援対策等に係る費用

○ 人件費 ２２，９００千円

時間外人件費及び任期付職員等の所定時間内人件費

４ 参考（第一次及び第二次請求の概要）

請求区分 請求時期 対象経費 請求額
受領済額

（任意）

申立額

(未受領額)
和解提示額

第三次 平成25年10月 平成24年度分等 161,521 28,008 133,513 32,015

第四次 平成26年10月 平成25年度分等 115,339 15,940 99,399 21,210

合計 276,861 43,949 232,912 53,225

和解割合 22.8%

請求区分 請求時期 対象経費 請求額
受領済額

（任意）
申立額 和解額

第一次 平成24年7月
平成22､23年度分

（人件費以外）
178,100 55,126 122,974 58,500

第二次 平成24年10月
平成22､23年度分

（人件費等）
243,543 576 242,966 20,600

合計 421,644 55,703 365,940 79,100

和解割合 21.6%

（単位：千円）

総務課

（単位：千円）

※１ 単位未満切捨てのため合計が一致しない場合がある。

※２ 和解契約締結済み（平成３０年３月６日付け）

※ 単位未満切捨てのため合計が一致しない場合がある。
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あっせんの申立てについて（議案第１１８号）

１ 趣旨

東京電力ホールディングス株式会社に対する損害賠償請求のうち、第五次及び第六次請

求に係る未受領額について、「原子力損害賠償紛争解決センター」に和解のあっせんの申立

てを行う。

２ 申立額

８４，４４４千円

３ 第五次及び第六次請求の概要

４ あっせん申立額の内訳

○ 県が被害者支援等のために負担した費用 ２３，２７０千円

県内農畜産業への緊急支援対策等に係る費用

○ 税収減 １９，１４０千円

ゴルフ場利用税の平成２３年度減収分

○ 人件費 ４２，０３４千円

第四次請求までに和解提示のなかった所定時間内人件費を除いた額

請求区分 請求時期 対象経費 請求額
受領済額

（任意）
未受領額

第五次 平成30年11月 平成26～28年度分等 217,155 39,179 177,975

第六次 令和元年10月 平成29、30年度分 80,012 24,292 55,719

合計 297,167 63,471 233,695

和解提示のない所定時間内人件費を除いた額（申立額） 84,444

（単位：千円）

※ 単位未満切捨てのため合計が一致しない場合がある。

総務課
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【参考】

東京電力への損害賠償請求（第七次）について

１ 趣旨

東京電力ホールディングス株式会社福島第一、第二原子力発電所の事故を原因とした令

和元年度から３年度までに生じた経費について、同社に対して損害賠償請求（第七次）を行

う。

２ 請求額

１６，２１２千円

３ 請求額の内訳

○ 県が民間事業者と同様の立場で行う事業に関する損害 ７８千円

流域下水道汚泥調査に係る費用

○ 県が被害者支援等のために負担した費用 １４，４８３千円

県産牛肉の安全確保対策事業等に係る費用

○ 人件費 １，６４９千円

第四次請求までに和解提示のなかった所定時間内人件費を除いた額

４ 参考（これまでの請求額及び受領済額等）

請求区分 請求時期 対象経費 請求額 受領済額 未受領額
うち任意 うち和解

第一次

～

第六次

平成24年7月～

令和元年10月

平成22年度～

平成30年度分
995,672 242,224 163,124 79,100 753,448

第七次
令和４年６月

（ 予 定 ）

令和元年度～

令和３年度分
16,212 － － － 16,212

合計 1,011,885 242,224 163,124 79,100 769,661

（単位：千円）

※ 単位未満切捨てのため合計が一致しない場合がある。

総 務 課
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